
再生可能エネルギーに

令和元年５⽉２０⽇
福島県エネルギー課

かかる取組について



再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラン（第3期（2019〜2021年度））概要

◆地域主導の再生可能エネルギー導入促進◆地域主導の再生可能エネルギー導入促進◆地域主導の再生可能エネルギー導入促進◆地域主導の再生可能エネルギー導入促進

再生可能エネルギー推進センターと連携した参入支援。

◆再生可能エネルギーの普及啓発◆再生可能エネルギーの普及啓発◆再生可能エネルギーの普及啓発◆再生可能エネルギーの普及啓発

市町村等の施設見学会等を支援。身近な施設への設備導入。

◆公共施設等への率先導入◆公共施設等への率先導入◆公共施設等への率先導入◆公共施設等への率先導入

◆再生可能エネルギー関連産業の育成・集積◆再生可能エネルギー関連産業の育成・集積◆再生可能エネルギー関連産業の育成・集積◆再生可能エネルギー関連産業の育成・集積

エネルギー・エージェンシーふくしまによる一体的・総合的な支援。

◆人材育成・確保◆人材育成・確保◆人材育成・確保◆人材育成・確保

県内企業のメンテナンス人材育成を支援。

◆ネットワークの形成◆ネットワークの形成◆ネットワークの形成◆ネットワークの形成

◆研究開発・技術支援・実証試験◆研究開発・技術支援・実証試験◆研究開発・技術支援・実証試験◆研究開発・技術支援・実証試験

◆取引拡大◆取引拡大◆取引拡大◆取引拡大

◆海外展開◆海外展開◆海外展開◆海外展開

◆福島県再生可能エネルギー復興推進協議会による避難地域の復興推進◆福島県再生可能エネルギー復興推進協議会による避難地域の復興推進◆福島県再生可能エネルギー復興推進協議会による避難地域の復興推進◆福島県再生可能エネルギー復興推進協議会による避難地域の復興推進

◆再生可能エネルギー導入拡大による復興の加速化◆再生可能エネルギー導入拡大による復興の加速化◆再生可能エネルギー導入拡大による復興の加速化◆再生可能エネルギー導入拡大による復興の加速化

◆復興まちづくりにおけるスマートコミュニティ構築の推進◆復興まちづくりにおけるスマートコミュニティ構築の推進◆復興まちづくりにおけるスマートコミュニティ構築の推進◆復興まちづくりにおけるスマートコミュニティ構築の推進

◆福島イノベーション・コースト構想重点推進分野における地域振興に資する実用化◆福島イノベーション・コースト構想重点推進分野における地域振興に資する実用化◆福島イノベーション・コースト構想重点推進分野における地域振興に資する実用化◆福島イノベーション・コースト構想重点推進分野における地域振興に資する実用化

開発等の推進開発等の推進開発等の推進開発等の推進

４４４４ 主な取組主な取組主な取組主な取組

◆省エネルギーの推進◆省エネルギーの推進◆省エネルギーの推進◆省エネルギーの推進

地域ぐるみの省エネ計画の策定に取り組む市町村を支援。

◆熱電併給（コージェネレーション）の推進◆熱電併給（コージェネレーション）の推進◆熱電併給（コージェネレーション）の推進◆熱電併給（コージェネレーション）の推進

◆水素エネルギーの活用◆水素エネルギーの活用◆水素エネルギーの活用◆水素エネルギーの活用

燃料電池自動車・燃料電池バス等モビリティ利用の普及拡大。

県有施設等への水素利用設備の導入。

水素関連技術研究等への支援。

３３３３ 再生可能エネルギーの分野別導入施策再生可能エネルギーの分野別導入施策再生可能エネルギーの分野別導入施策再生可能エネルギーの分野別導入施策

５５５５ 分かりやすく親しみやすい導入状況の公表分かりやすく親しみやすい導入状況の公表分かりやすく親しみやすい導入状況の公表分かりやすく親しみやすい導入状況の公表

２２２２ 産業集積に向けた目標産業集積に向けた目標産業集積に向けた目標産業集積に向けた目標

引き続き「地域主導」「産業集積」「復興けん引」「地域主導」「産業集積」「復興けん引」「地域主導」「産業集積」「復興けん引」「地域主導」「産業集積」「復興けん引」を本プランの柱とする。☆第３期アクションプランの導入目標☆第３期アクションプランの導入目標☆第３期アクションプランの導入目標☆第３期アクションプランの導入目標

＜＜＜＜2021202120212021年度：年度：年度：年度：42.0%42.0%42.0%42.0%＞＞＞＞

計画期間：2019～2021年度

◆推進ビジョン導入目標◆推進ビジョン導入目標◆推進ビジョン導入目標◆推進ビジョン導入目標

2020年度：約40%

2030年度：約60%

2040年頃：100%

☆中長期的な目標☆中長期的な目標☆中長期的な目標☆中長期的な目標

幅広い分野における国内外の企業や世界最先端の研究機関が立地する一大産業集積地の実現

☆第３期アクションプランの主な目標☆第３期アクションプランの主な目標☆第３期アクションプランの主な目標☆第３期アクションプランの主な目標

・再生可能エネルギー関連企業の本県への立地・再生可能エネルギー関連企業の本県への立地・再生可能エネルギー関連企業の本県への立地・再生可能エネルギー関連企業の本県への立地

企業集積：70件以上（海外から３件以上）

・県内企業の新規参入・事業拡大・県内企業の新規参入・事業拡大・県内企業の新規参入・事業拡大・県内企業の新規参入・事業拡大

エネルギー・エージェンシーふくしまの支援による成約：60件

・メンテナンス人材の育成・確保・メンテナンス人材の育成・確保・メンテナンス人材の育成・確保・メンテナンス人材の育成・確保

発電設備の保守・点検・補修に必要な国家資格等を有する人材養成：30人

第３期アクションプランの計画期間中において、＋１，６１８第３期アクションプランの計画期間中において、＋１，６１８第３期アクションプランの計画期間中において、＋１，６１８第３期アクションプランの計画期間中において、＋１，６１８MWMWMWMWの導入（発電設備の導入（発電設備の導入（発電設備の導入（発電設備

容量ベース容量ベース容量ベース容量ベース((((大規模水力を除く大規模水力を除く大規模水力を除く大規模水力を除く))))）が見込まれる。）が見込まれる。）が見込まれる。）が見込まれる。

エネルギーの効率利用エネルギーの効率利用エネルギーの効率利用エネルギーの効率利用

復興けん引復興けん引復興けん引復興けん引

産業集積産業集積産業集積産業集積

地域主導地域主導地域主導地域主導

現指標に加え、導入状況が把握しやすい形で公表を行う。

例１ 県内電力消費量と再生可能エネルギー導入量との比較

「「「「2017201720172017年度の導入量は、県内電力消費量の約年度の導入量は、県内電力消費量の約年度の導入量は、県内電力消費量の約年度の導入量は、県内電力消費量の約70%70%70%70%相当」相当」相当」相当」

例２ 再生可能エネルギー導入規模を一般世帯の電気使用量で表現

「「「「2017201720172017年度末時点の導入規模は、一般世帯約年度末時点の導入規模は、一般世帯約年度末時点の導入規模は、一般世帯約年度末時点の導入規模は、一般世帯約210210210210万世帯分の電気使用量に相当。万世帯分の電気使用量に相当。万世帯分の電気使用量に相当。万世帯分の電気使用量に相当。

2017201720172017年度１年間で一般世帯年度１年間で一般世帯年度１年間で一般世帯年度１年間で一般世帯14141414万世帯の電気使用量に相当する再生可能エネルギーが万世帯の電気使用量に相当する再生可能エネルギーが万世帯の電気使用量に相当する再生可能エネルギーが万世帯の電気使用量に相当する再生可能エネルギーが

新規導入された。」新規導入された。」新規導入された。」新規導入された。」

太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電

バイオマスエネルギーの活用バイオマスエネルギーの活用バイオマスエネルギーの活用バイオマスエネルギーの活用地熱・地中熱の活用地熱・地中熱の活用地熱・地中熱の活用地熱・地中熱の活用小水力発電小水力発電小水力発電小水力発電

風力発電風力発電風力発電風力発電

・木質バイオマス発電や熱利用促

進のための燃料供給や事業化支

援

・バイオマスを活用した熱電併給

システムの導入推進

・事業可能性調査支援等によ

る新規事業化の促進

・民間事業者による参画も含

む公共施設等への導入等を

促進

・地熱エネルギーの理解促進・

活用推進

・温泉バイナリー発電の導入支

援

・地中熱の活用促進

・阿武隈山地・沿岸部の共用

送電線へ連系する風力発電

への支援及び早期導入を推

進

・住宅用太陽光発電の支援継

続及び蓄電設備の導入推進

・企業等の自家消費型太陽光

発電の導入を支援

１１１１ 導入目標導入目標導入目標導入目標

再生可能エネルギー発電設備の導入見込（大規模水力除く）再生可能エネルギー発電設備の導入見込（大規模水力除く）再生可能エネルギー発電設備の導入見込（大規模水力除く）再生可能エネルギー発電設備の導入見込（大規模水力除く）
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福島新エネ社会構想（平成28年9月策定）

○ イノベーション・コースト構想の新エネ分野を加速化
○ その成果も活用しつつ、福島全県を未来の新エネ社会を先取りするモデル創出拠点とするための取組を推進

○ 福島県を再生可能エネルギー先駆けの地とすべく、再生可能エネルギー設備導入や、再生可能エネルギー研究所創設を支援
○ 福島浜通り地域の産業基盤の創出を目指す原動⼒としてイノベーション・コースト構想を推進（再エネを重要な柱に位置づけ）

＜送電線の増強＞
○阿武隈山地及び福島県沿岸部における再エネの導入拡大の
ため、東京電⼒への共用送電線を整備
＜許認可等手続の迅速化、簡素化＞
＜再エネの最大限導入に向けた対応と支援強化＞
○電⼒系統制約改善のため設備認定の取消しに基づく接続契
約の解消を進める。
＜再エネの研究開発・実証事業の推進＞
○再エネ産業の集積を目指し、再エネ先端研究を推進する。

再エネの導入拡大
＜再エネを活用した大規模⽔素製造、輸送・貯蔵、利用システ
ムの構築＞
○浪江町の福島⽔素エネルギー研究フィールドにおける⽔素製造
実証
＜東京2020ｵﾘﾊﾟﾗ開催時における東京での活用＞
＜⽔素利用の拡大＞
○商用⽔素ステーション及びFCV等の導入推進

水素社会実現のモデル構築

スマートコミュニティの創出
＜スマコミ構築に向けた実証の推進＞ ○新地町、相⾺市、浪江町、楢葉町等でのスマコミ構築に向けた事業の加速

福島において新エネ社会のモデルを創出

従来の取組

新エネ社会構想
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再エネの最大導入

3

阿武隈・沿岸部共用送電線整備阿武隈・沿岸部共用送電線整備阿武隈・沿岸部共用送電線整備阿武隈・沿岸部共用送電線整備

❶ 双葉北部､阿武隈北部、阿武隈南部の３送電ルート
を整備。Ｈ３０．２着工。計約８０km。

❷ 事業主体：福島送電（合）（東京電⼒、東邦銀⾏、
福島発電が出資）

❸ 国の補助を受け、県が事業費の１／２を補助
（残りの１／２は系統連系する再エネ事業者の負担⾦）
❹ 送電線は基本的に道路埋設
❺ Ｈ３２．１ 一部供用開始予定
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南いわき開閉所南いわき開閉所南いわき開閉所南いわき開閉所
福島第一原子力発電所福島第一原子力発電所福島第一原子力発電所福島第一原子力発電所

下江井

29.0MW

谷津田

39.5MW

両竹

5.0MW

渋川

20.0MW

村上福岡

27.0MW

葛尾

15.0MW

阿武隈第四

20.0MW
阿武隈第三

37.5MW

阿武隈第二

52.5MW

阿武隈第一

37.6MW

毛戸貝之塚

19.9MW

大中合

16.0MW

大津辺

16.0MW

鬼太郎山

40.7MW

神楽山

78.2MW

阿武隈南

90.0MW

■事業一覧（H31.3末現在）

井田川

27.0MW

酒井第一

20.0MW

酒井第二

16.0MW

補助事業

採択済

検討中

再エネ設備導入支援再エネ設備導入支援再エネ設備導入支援再エネ設備導入支援

❶ 1５事業(太陽光１０事業、風⼒５事業)を採択済み
❷ 風⼒発電５事業者を本事業者として選定

福島復興風⼒(株)：阿武隈第１、第２、第３、第４
ＪＲ東⽇本エネルギー開発(株)：⻤太郎⼭、神楽⼭
あぶくま南風⼒発電(合)：阿武隈南
葛尾風⼒(株)：葛尾村野⾏付近
川内電⼒(株)：川内村大鷹鳥谷付近

再生可能エネルギー導入拡大事業再生可能エネルギー導入拡大事業再生可能エネルギー導入拡大事業再生可能エネルギー導入拡大事業



■福島県再⽣可能エネルギー復興推進協議会
Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 運営体制運営体制運営体制運営体制

再生可能エネルギー復興推進協議会

会長： 知事

【12市町村】田村市 南相馬市 川俣町 広野町

楢葉町 富岡町 川内村 大熊町

双葉町 浪江町 葛尾村 飯舘村

【その他】 経済産業省 産総研 福島県銀行協会

東北電力

運営委員会

会長： 福島県企画調整部次長（地域づくり担当）

事務局： 福島県企画調整部エネルギー課

庶務： 一般財団法人福島県電源地域振興財団

避難解除区域等

12市町村

発

電

事

業

者

地

域

復

興

支

援

事

業

負担金

100万円

/MW･年

申請

交付

市町村単独事業

広域事業

新福島変電所改修工事の負担免除

東京電力

福島県補助金交付

Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 地域復興支援事業地域復興支援事業地域復興支援事業地域復興支援事業のののの要件要件要件要件

➀ 公益上の必要性

② 地域全体への波及効果

③ 特定の政治又は宗教の推進目的に該当しないこと

④ 基金財源への繰入・充当、財源振替、損失補償等に該当しないこと

⑤ 国又は県補助事業の対象外とされた事業を幅広く支援

⑥ 対象経費は、上記➀～④の要件を満たす全ての経費

事業例事業例事業例事業例

●発電所周辺エリアの環境再生・保全 （害獣駆除 等）

●発電所周辺エリアの農業再生・維持 （販路開拓 等）

●再エネ・省エネ関連 （発電所建設 等）

●風評・風化対策 （視察、ツアー 等）

●教育・人材育成 （学習塾、奨学金 等）

●コミュニティ再生・維持 （公共交通対策 等）

○営利・販売目的 （インセンティブ 等）

○利益誘導型 （商品券配付 等）

○委託前提・財産取得目的 （小中学校備品購入 等）

平成平成平成平成３０３０３０３０年度事業年度事業年度事業年度事業

避難住⺠の帰還促進、被災地の復興再生

●市町村単独事業

・楢葉町 町内お出かけタクシー運行事業

●広域事業

・スポーツチャレンジ事業（高等学校部活動支援）

※各校からの申請に基づき支援

川俣高校（フェンシング部、弓道部）

船引高校（野球部、バスケットボール部）

相馬農業高校（馬術部）

原町高校（陸上競技部、野球部）

ふたば未来学園（野球部、男子サッカー部）

小高産業技術（サッカー部）
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� 有機ハイドライド等の⽔素技術研究について産総研と連携した支援を実施
� 東京都、都環境公社、産総研との四者協定に基づく各種研究開発、技術協⼒、⼈事交流等
� 各省庁、東京都、⺠間企業と連携した、東京オリパラ大会開催時の本県産⽔素の活用を検討

⽔素の技術開発等に関する連携

� 商用の⽔素ステーションを県内に整備しようとする⺠間企業等に対して支援を実施
H30.4移動式水素ステーション開所

（ふくしまハイドロサプライ（アポロガス）、福島市・郡山市）
H31.3定置式水素ステーション開所（根本通商ほか、いわき市）

� 燃料電池⾃動⾞（FCV）を導入する⺠間企業等に対する支援を実施
県支援による導入台数
H29：7台 、 H30：２８台

⽔素の利用拡大（ステーション・FCV）

（出典：福島再生可能エネルギー研究所） （出典：東京スイソミル）

水素社会実現のモデル構築
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【都の水素PR施設】【産総研の水素関連設備】

【ふくしまハイドロサプライ】

【水素ステーション併設予定GS】



○ 復興まちづくりと⼀体となったスマートコミュニティ
震災の被害を大きく受けた浜通り５市町村において、スマコミ事業を推進。
うち、新地町及び浪江町では既に構築事業を開始し、相⾺市は構築完了。［経産省事業］。

○ 県内へのスマートコミュニティ事業の拡大
スマコミ事業の鍵となるポテンシャル調査（プレFS）への⽀援を平成２９年度から開始。
５市町において支援［県事業］。

・相⾺港の新LNG基地からの天然ガスパイプ
ラインを活用。ガスコジェネにより、新地駅
周辺に電熱供給を⾏う。

・工業団地内に太陽光、蓄電池及び自営線等
を設置。

・余剰電⼒による⽔素製造や公共施設への⼩
売も検討。

・町中⼼部の交流拠点（道の駅）に設ける
CEMSを核にEVやエネファームによる防災
能⼒向上を図る。

・町中⼼部にメガソーラーと大容
量蓄電池を導⼊し、系統負荷を
抑制しつつ町内電⼒の再エネ⽐
率向上を図る。

・再開発エリアの公共施設、復興公営住宅等
に太陽光や蓄電池を分散設置し、調整⼒とし
て利用を検討。

・役場周辺にルーフトップ型太陽光、蓄電池
及び自営線を設置し、ピークシフトと防災能
⼒向上を図る。

・⾥⼭の再エネ資源を活用したスマコ
ミ構築を検討。

・公共施設等の防災能⼒向上を図る。

三島町

プレFS実施済

葛尾村

MP策定済

楢葉町

MP策定済

広野町

プレFS実施済

浪江町

相馬市

構築完了済

新地町

構築事業中
福島市

プレFS実施済

伊達市

プレFS実施済

・福島大学キャンパス内における地中熱を
核としたエネルギーの効率利用を検討。

・太陽光、バイオマス等も検討。

金山町

プレFS実施済

・地域資源を活用した木質
バイオマス発電等によるスマコ
ミ構築を検討。

・町中⼼部の病院や福祉施設におけ
る、木質チップバイオマスコジェネ
による熱電併給スキームを検討。

４ スマートコミュニティの構築

構築事業中

６



再生可能エネルギー導入方策の進行管理等を行いながら、地域主導による再エネ

事業の参入を促進する。

○再生可能エネルギー導入推進連絡会 ○地熱情報連絡会 ○風力構想検討委員会

○再エネ地産地消推進事業

一般家庭における再エネ設備導入を支援するため、太陽光パネル、蓄電池の設置等に

かかる初期投資費用の軽減を図る。

○市町村等が実施する普及啓発活動の支援を行う。

○（新）Jヴィレッジにおける再エネ設備運営管理 (委託事業）

地域主導による再エネ事業の参入を促進する。

○ 事業可能性調査（風況調査、小水力・地熱バイナリーFS）

○ 設備導入支援（風力、小水力、バイオガス、地熱バイナリー等）

○ 事業化支援（委託事業）

○固定価格買取制度を利用しない自家消費型の再エネ導入を支援する。

１ （一部新）再生可能エネルギー導入推進検討事業 5,185千円

○ 本県を名実ともに再生可能エネルギーの先

駆けの地とするため、地域と共生する再生可

能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージ

に応じて支援するとともに、家庭や地域におけ

る導入を促進する。

【地域主導】

○再エネ導入推進検討事業

○住宅用太陽光補助事業 ほか

【復興牽引】

○復興支援事業（設備導入・共用送電線）

○福島イノベーションコースト構想の実現

○スマートコミュニティ（復興まちづくり）

再生可能エネルギー普及拡大事業

背景・目的・概要

アクションプラン（Ｈ28.3）での方針

県内エネルギー需要に占める再エネ割合

201７年30.3% → 2020年約40%

事業の内容 事業概要

２ （一部新）住宅用太陽光設備等設置補助事業 767,224千円

３ (一部新）「再エネ先駆けの地」理解促進事業 6,634千円

４ 地域参入型再エネ導入支援事業 193,769千円

1,00３百万円

（H30 89２百万円）

再エネ推進センター

補助（ﾊﾟﾈﾙ ４万円/kW 上限４kW

蓄電池 上限20万円、V2H 10万円）

県

補助

補助 1/2

県

補助 （事業可能性調査1/2 設備導入1/3）
市町村等

県

補助 1/3

5 （新）自家消費型再エネ導入モデル支援事業 30,000千円

事業者等

県 市町村等

７



福島県 Fukushima Prefecture

(1) 福島全県を未来の新エネ社会を先取りするモデル拠点

とするための三本柱

・ 再エネの導入拡大

・ 水素社会実現のモデル構築

・ スマートコミュニティの構築

(2) 水素社会実現のモデル構築

・ 再エネを活用した大規模水素製造（世界最大1万kW級）

・ 次世代水素製造・貯蔵技術の実証

・ 水素利用の拡大

水素ステーションの整備

FCV（燃料電池自動車）等の導入拡大

県有施設での水素活用検討

CO2フリー水素の活用に向けた共同研究等

１ 背景・目的

国主体で実施

県内⽔素利用の機運醸成

国・県等の協働

水素エネルギー普及拡大事業

２ ㉛ 事業のイメージ

企画調整部

企画調整部

商工労働部

262,800千円(5) 県有施設水素利用設備導入事業

県 事業者等

設計、工事

・水素を活用したエネルギー自家消費モデルを創出

450百万円
（H30 137百万円）

企画調整部

事業者等
補助（100万円/台）

・県内へのFCV導入（リース含む）を支援

・国補助約200万円との併用を想定

(2)燃料電池自動車導入推進事業（目標：25件） 25,000千円

県

(4) 水素利活用設備導入可能性調査事業（目標：2件）

市町村

事業者等

補助（定額上限500万）

・県内へのFCフォークリフト、業務産業用FC等の

導入検討を支援

10,000千円

県

事業者等

補助（定額）

・県内へのFCバス導入を支援

・国補助との併用を想定(従来ﾊﾞｽ価格まで事業者負担を軽減)

(3)燃料電池バス導入モデル事業（目標：1件） 50,000千円

県

(1)水素ステーション導入モデル事業（目標：1件）

事業者等

補助（1/4上限1億円）

101,500千円

・県内の商用水素ステーション整備を支援

・国補助 ※上限2.5億円（FCバス対応除く）との併用を想定

県

８



事業の概要

スマートコミュニティ支援事業

事業の内容

条件（対象者・対象行為・補助率等）

背景・目的

従来のFIT（固定価格買取制度）に基づく再エネ事業は、

系統制限や国民負担の増大が課題となり、特に太陽光

発電については、昨今FIT単価が急落していることから、

今後の導入量の減速が予想されている。

一方、非FIT（自家消費型）の再エネの自家消費を核とす

る「スマートコミュニティ」事業は、系統負荷や国民負担を

軽減できるだけでなく、環境価値の利用や防災性の向上、

地域内経済循環の好転といった点で強みを発揮できるた

め、県の導入目標達成に中長期的に寄与できる。

本事業では、スマートコミュニティ事業を検討する市町村

を支援すると共に、県自ら事業の主体となり、既存街区で

の導入実績の創出を行うことを目的とする。

県内スマコミ事業の進捗状況

(経済産業省HPより)

県

1/2補助

市町村

(1)エネルギー地産地消モデル構築支援

県

定額

市町村等

(2)スマートコミュニティ導入推進事業

スマートコミュニティ事業 イメージ

地産地消型の再エネを利用・PRする事業の導入を支援。

スマコミ事業の事業可能性調査（FS）実施を支援。

国

定額

県

(３)（新）福島空港における再エネ導入可能性調査事業

福島空港における再エネ導入可能性調査（FS）を実施。

42百万円

（H30 306百万円）

９



事業の内容

１ 再生可能エネルギー復興支援事業 301百万円

○再エネ発電設備や付帯する蓄電池・送電線等
の導⼊⽀援（平成26年度国予算措置（約92億
円の基⾦）が財源）

■対象地域 避難解除区域等
■補助率

① 再エネ設備等 県内中⼩企業者等 2/10
（他1/10）

② 自営線・蓄電池等（①に付帯） 2/3

事業イメージ

再エネ推進に
よる復興支援

再エネ
事業者福島県

1 再生可能エネル
ギー復興支援事業

【第⼀弾】
○実施年度

H27〜32
○導⼊予定量

約126MW

２ 福島新エネ社会構想 再生可能エネルギー
導入拡大事業 ８,２00百万円

○阿武隈⼭地・沿岸部等における再エネ発電設
備や付帯する自営線・蓄電池、共用送電線等
の導⼊⽀援（福島新エネ社会構想に基づく平
成31年度国予算措置が財源）

■対象地域 阿武隈⼭地・沿岸部等
（避難解除区域等含む）

■補助率
① 再エネ発電設備等 1/10
② 自営線・蓄電池等（①に付帯）1/2
③ 共用送電線 1/2

補助
国

基⾦

再生可能エネルギー復興支援事業 8,501百万円
（H30 8,529百万円）

2 福島新エネ社
会構想 再生可能
エネルギー導入

拡大事業
【第二弾】

○実施年度
H29〜34

○導⼊予定量
約603MW

再エネ事業者
送電会社福島県

補助
国

補助

福島第一

原子力発電所

２ 福島新エネ社会構想
再生可能エネルギー導入拡大事業

（イメージ）

南いわき開閉所

葛尾村

浪江町

南相馬市

田村市 双葉町

大熊町

川内村

富岡町

楢葉町

太陽光発電 風⼒発電共用送電線
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